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講演の流れ
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 新型コロナウィルス流行と大学への影響

 博士人材データベース（JGRAD）の概要

 初回の緊急事態宣言下の2020年5月に実施したJGRADアンケートの「新型
コロナウイルス流行の研究活動への影響等に関する調査」の実施概要

 新型コロナウイルス流行の影響として「研究活動への全体的な影響」と
「研究活動の各項目への影響」に関する回答割合の提示

 大学の施設・設備に関する影響として「研究活動に利用している建物・研
究室、設備（実験機器）等の利用停止」と「図書館の利用停止、通学の禁
止により、論文・資料の検索・閲覧が制限されること」に関する専攻分野
別の回答割合の提示

 新型コロナウイルス流行の影響による「本人の博士号取得遅延の見込み」
を専攻分野別の回答割合の提示

 図書館サービスに関わる回答者の自由記述例の紹介



新型コロナウィルス感染症の流行

新型コロナウイルス感染症対策
推進室webページ
(https://corona.go.jp/emergency/)

新型コロナウイルス感染症対策推進室webページ(https://corona.go.jp/dashboard/)

厚生労働省「細菌の感染状況等について」令和3年2月2日
新型コロナウイルス感染症対策本部（第54回）
(https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/
th_siryou/sidai_r030202.pdf)



新型コロナウィルス感染症の流行

NHK特設サイト「新型コロナウィルス」より一部抜粋
(https://www3.nhk.or.jp/news/special/coronavirus/chronology/)

2020年

1月6日 中国 武漢で原因不明の肺炎 厚労省が注意喚起

1月14日 ＷＨＯ 新型コロナウイルスを確認

1月15日 日本国内で初めて感染確認

2月3日 乗客の感染が確認されたクルーズ船 横浜港に入港

2月27日 安倍首相 全国すべての小中高校に臨時休校要請の考え公表

3月9日 専門家会議「３条件重なり避けて」と呼びかけ

3月24日 東京五輪・パラリンピック １年程度延期に

4月7日 ７都府県に緊急事態宣言 「人の接触 最低７割極力８割削減を」

4月16日 「緊急事態宣言」全国に拡大 13都道府県は「特定警戒都道府県」に

5月4日 政府「緊急事態宣言」５月31日まで延長

・・・・・



（参考）新型コロナウィルス感染症への大阪大学の対応

大阪大学における新型コロナウイルスに対する当面の取組（令和2年5月8日改訂版）
(https://www.osaka-u.ac.jp/ja/news/info/corona/measures/measures)



（参考）新型コロナウィルス感染症への大阪大学の対応

大阪大学における新型コロナウイルスに対する当面の取組（令和2年5月8日改訂版）
(https://www.osaka-u.ac.jp/ja/news/info/corona/measures/measures)

①経済的支援等

授業料減免の実施（授業料免除、日本学生支援機構給付奨学金（家計急変））

授業料の納入期限の延長

困窮した学生をTA等として臨時雇用（TA制度による学生への経済支援の拡充）

（この後に＋移動支援（海外からの帰国支援））

②全ての授業を「メディア授業」へチェンジ

メディア授業のための環境支援

WiFiルーターの無償貸与

③学生への心のケア

キャンパスライフ健康支援センターでの相談受付

④大学院生と学部4年生への論文執筆に必要な図書の貸出し（宅配）

論文執筆に必要な図書の貸出を希望する声に対応

学生への主な支援内容



（参考）新型コロナウィルス感染症への大阪大学の対応

大阪大学『コロナ新時代における大阪大学の取組：社会との共創による『生きがいを育む社会』の創造』（2020年7月）



新型コロナウィルス感染症の流行

 突然の予想もしなかった環境変化

 「その場所にいることが前提」の就学・就労環境、
そして法規



大学設置基準と大学通信教育設置基準

大学設置基準
第八章 校地、校舎等の施設及び設備等
校地、運動場、校舎等施設、校地の面積、校舎の面積、図書等の資料及び図書館などを規定。

大学通信教育設置基準
（校舎等の施設）
第十条 通信教育学部を置く大学は、当該学部に係る大学設置基準第三十六条第一項に規定す
る校舎を有するほか、特に添削等による指導並びに印刷教材等の保管及び発送のための施設に
ついて、教育に支障のないようにするものとする。
２ 前項の校舎等の施設の面積は、別表第二のとおりとする。ただし、通信教育学部のみを置
く大学であって、インターネットその他の高度情報通信ネットワークを利用して教室以外の場
所のみにおいて授業を履修させるものについては、インターネット等を利用して行う授業の特
性を踏まえた授業の設計その他の措置を当該大学が講じており、かつ、教育研究に支障がない
と認められる場合は、この限りでない。
３ 昼間又は夜間において授業を行う学部が通信教育を併せ行う場合にあっては、大学は、通
信教育関係施設及び面接授業を行う施設について、教育に支障のないようにするものとする。
４ 図書館の閲覧室には、通信教育を受ける学生の利用に支障のないよう相当数の座席を備え
るものとする。
（通信教育学部の校地）
第十一条 通信教育学部のみを置く大学は、教育に支障のない場合には、運動場を設けないこ
とができる。
２ 通信教育学部に係る校地の面積については、当該学部における教育に支障のないものとす
る。

通信教育であっても学生が大学（校地・校舎）に来ることが前提



予想されていた遠隔教育による質への懸念

Quality Assurance of Distance Education/ e-Learning (2008)
Asia Pacific Quality Network, Project Group 3 (Takahiro SAITO)

遠隔教育とeラーニングの質保証において付加すべき基準

-教育提供方法がコース，学生，学習成果等に対して適切で

あること。マルチディアや同期，双方向性が求められることもある。

-教育提供は，学生の手元に届くまで教育機関が責任を負うこ

と。信頼のおける教育提供の方法や代替手段が必要となる。

-書籍，メディア等の資源が学生の環境で利用可能であること。

不可能であれば，機関が責任を持って送出すること。

1. 教員／機関と学生間の物理的／精神的距離
1) 学科や科目のDE/eLに対する適切さ

2) 適切な教育提供の方法

3) 資源の利用可能性

4) 学生支援

5) 教員－学生間，学生－学生間の相互作用

2. 教授学習過程の不可視性
1) 教授学習過程を可視化するシステム

2) 学生の識別

3) 教職員の識別

4) 情報の共有

3. 学生の多さ
1) 教授者の支援

4. 高い技術的側面
1) 学生の受信設備に関する利用可能性

2) 教育提供への適応



新型コロナウィルス感染症の流行と大学への影響

 突然の予想もしなかった環境変化

 その場所にいることが前提の就学・就労環境、
そして法規

 大学とは、場所でも建物でもキャンパスでもなく、
学生と教員という人の集まり。大学にいることが
都合がよかったというだけ。

 教育に授業料を払っている学生には最大限の配慮。

研究はどうする？
特に、若手研究者のふるまいは？

「大学にいること」は、大学の本質ではない



 大学や研究室に行けないことの影響
- 研究室・施設設備へのアクセス
- 図書館の利用・学内からの検索の実施
- 学内のゼミ・授業の実施

 移動できないことの影響
- 学会・シンポジウム等の開催
- 会議・打ち合わせの実施
- 調査の実施・海外への渡航・外国の研究者の招へい
- 試薬や機材等の調達

 影響の内容
- 研究の中止・縮小・手段の変更・遅延
- 学位取得の遅れ

- 生活面の影響
- 大学への通勤通学
- 大学内外の仕事による収入の減少（増加）

2020年3月時点で予測された研究者への問題構造



イギリス

Graduate Outcomes survey：全国共通の卒業15ヶ月後調査

旧・Destination of Leavers from Higher Education survey 
(DHLE)に代わり、2018年12月より実施。

2017年高等教育研究法により、調査に大学が参加するのは義務。ただし、
高等教育統計局（HESA）が全卒業生の連絡先を受領して一括実施。

2017/18年度調査は、全学位課程の修了者77万人のうち、50%が回
答（前年の旧・DHLEの際は68.2%)。

質問項目は、共通コア質問と、大学ごとの追加オプション質問（大学が回答
の必要有無を選定）で構成

コア質問：現在の進路状況（就職、自営、進学など。進路先の組織名、
国など）、現在の給与額、就職先等選択の理由、15ヶ月目までの転職や
教育の履歴、現在の進路についての満足度等（学修内容の有用性含む）、
現在の生活についての満足度や主観的意見

林隆之「英国の大学における「学生中心」政策の展開」国立大学法人の戦略的経営実現に向けた検討会議（第9回）資料
齊藤貴浩・林隆之「大学の教育評価と成果の可視化」第4期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に
関する検討会（第4回）資料

他国の行う卒業生調査1



(Rivers, E. B.(2017)「米国学卒者の教育達成と進路に関する調査」国立教育政策研究所, 平成29年度教育改革国際シンポジウム発表資料.)
(National Survey of College Graduates (NSCG) web page (https://www.census.gov/programs-surveys/nscg.html))

アメリカ

National Survey of College Graduates

 米国国立科学財団(NSF)、国立科学工学統計センターが実施。

 米国在住の学卒者人口を対象に，隔年実施。3回のフォローアップ（6年
間）。

 100万人の対象者から12万人を分野、職業、属性等で層化抽出。（必要
なデータを厚く。科学工学分野だけではない。）

 １人当たり400ドルを要していた全米近年学卒者調査を廃止したため、近年
の学卒者を重視。

 メール、郵便、電話、web等で何度もコンタクト。

 収集するデータは、雇用に関する情報（職務、給与、教育との関係等）、教
育に関する情報（取得学位、継続教育等）、属性（性別、市民権、人種
等）。その他特別テーマを設定して調査（教育ローンの負債、仕事への満足
度と特性等）。

他国の行う卒業生調査2

齊藤貴浩・林隆之「大学の教育評価と成果の可視化」第4期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に
関する検討会（第4回）資料



researchmap
（2021年夏公開予定の新JGRADで

はインポート機能設置）

JREC-IN Portal
（登録者の分野別の求人情報）

連携

修了者本人による
キャリア情報等の更新登録者から入力・更新

参加大学
初期登録

自大学修了生
のデータ

• データベース型のWEBサイト
• データは非公開（限定的に参加大学
と情報共有）

• データベース上で登録者にキャリア等の
情報を提供＊

文部科学省NISTEP

博士人材DB（JGRAD）

•自大学修了生のデータを
活用可能

課程修了時の入力
・課程在籍時の情報（学位取得状況等）
・卒業後の連絡用メールアドレス
・進路情報

課程修了後の入力
・修了後、キャリア情報を随時登録
（運用事務局から登録アドレスに入力依頼）

博士課程在籍時 博士課程修了最終年度 博士課程修了後

初期登録
・基本情報
・課程在籍時の情報

博士人材データベース（JGRAD)

科学技術振興機構(JST)
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JGRADにおける調査機能

• 博士課程在籍時の状況、博士課程
修了後のキャリアパスの情報収集。

• 博士課程在籍者博士課程修了者に
メールで依頼して、JGRAD内でアン
ケートを実施

協力

文部科学省（高等教育局）
日本学術振興会（JSPS）

「博士課程教育リーディングプログラム」
「卓越大学院プログラム」はJGRADに参加

JGRADの主な目的：修了年次を定めない博士人材の長期キャリアパスの把握



JGRAD参加大学と参加形態
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 2021年2月現在、50大学（国立大学36、公立大学8、私立大学6）が参加。
 全研究科参加は、大阪大学を含めて28大学

東北大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラム、

卓越大学院プログラムを含む）
徳島大学 全研究科 宮城大学 全研究科

筑波大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラム、

卓越大学院プログラムを含む）
長崎大学

全研究科（博士課程教育リーディングプログラム、

卓越大学院プログラムを含む）
名古屋市立大学 全研究科

東京医科歯科大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラムを

含む）

奈良先端科学技術大

学院大学
全研究科 大阪府立大学

全研究科（博士課程教育リーディングプログラムを

含む）

東京農工大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラム、

卓越大学院プログラムを含む）
北海道大学

一部（8研究科）、博士課程教育リーディングプロ

グラム、卓越大学院プログラム
高知工科大学 全研究科

東京工業大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラム、

卓越大学院プログラムを含む）
秋田大学 博士課程教育リーディングプログラム 東京都立大学 一部（3研究科）

お茶の水女子大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラムを

含む）
山形大学

一部（2研究科）、博士課程教育リーディングプロ

グラム
大阪市立大学

一部（7研究科）、博士課程教育リーディングプロ

グラム

電気通信大学 全研究科 群馬大学 博士課程教育リーディングプログラム 兵庫県立大学
一部（2研究科）、博士課程教育リーディングプロ

グラム

一橋大学 全研究科 千葉大学
一部（5研究科）、博士課程教育リーディングプロ

グラム
高知県立大学 博士課程教育リーディングプログラム

新潟大学 全研究科 東京大学
一部（1研究科）、博士課程教育リーディングプロ

グラム、卓越大学院プログラム

長岡技術科学大学 全研究科（卓越大学院プログラムを含む） 金沢大学 博士課程教育リーディングプログラム 東京理科大学 全研究科

山梨大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラムを

含む）
岐阜大学 一部（4研究科） 近畿大学 全研究科

信州大学 全研究科、博士課程教育リーディングプログラム 名古屋大学
博士課程教育リーディングプログラム、卓越大学院

プログラム、部分参加
慶應義塾大学

一部（1研究科)、博士課程教育リーディングプロ

グラム

豊橋技術科学大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラムを

含む）
京都大学

一部（5研究科）、博士課程教育リーディングプロ

グラム、卓越大学院プログラム
同志社大学 博士課程教育リーディングプログラム

滋賀医科大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラムを

含む）
九州大学

一部（９研究科）、博士課程教育リーディングプ

ログラム
日本赤十字看護大学 博士課程教育リーディングプログラム

大阪大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラム、

卓越大学院プログラムを含む）
熊本大学

一部（1研究科）、博士課程教育リーディングプロ

グラム
早稲田大学

博士課程教育リーディングプログラム、卓越大学院

プログラム

神戸大学 全研究科 政策研究大学院大学 博士課程教育リーディングプログラム

奈良女子大学 全研究科 東京海洋大学 卓越大学院プログラム

岡山大学 全研究科

広島大学
全研究科（博士課程教育リーディングプログラム、

卓越大学院プログラムを含む）

国立大学 公立大学

私立大学

大学名 2020年度参加形態 大学名 2020年度参加形態 大学名 2020年度参加形態

0

20

40

60

14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年8月

私立

公立

国立
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504847
42
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参加大学数の推移
※ 本講演のアンケート

実施後の参加



アクティベーション済のJGRAD登録者数の推移

2021/01/31
24,165人2019/12/31

20,844人

2018/12/31
16,174人

2017/12/31
12,527人

2016/12/31
6,649人

卓越大学院プログラム
対象者の登録開始

博士課程教育
リーディングプログラム
対象者の登録開始
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 2021年1月31日時点でアクティベーション済みのJGRAD登録者数は24,165名
 2016年12月31日時点の6,649人から、約4年で登録者数は3.63倍

(人)



アンケート調査概要
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［JGRADアンケート］新型コロナウイルス流行の研究活動への影響等に関する調査

調査内容
本調査では博士人材データベース（JGRAD）に登録している博士課程在籍者および博士課
程修了者・退学者に対して、新型コロナウイルス流行の研究活動等への影響をウェブアン
ケートで尋ねた。

調査対象

2020年5月1日時点で博士人材データベースに登録（メールアドレスを記入）している
博士課程在籍者および博士課程修了者・退学者（21,614名）

 2020年5月時点で49大学が参加（国立大学35、公立大学8、私立大学6）

 特定の研究科のみ参加している大学もあり、全研究科参加は27大学

調査方法

2020年5月1日に調査依頼（日本語と英語）を電子メールで調査対象者に送付し、博士人
材データベース上のウェブアンケート（日本語または英語）に5月1日～5月25日に回答

回答者数

回答者数：1,105名（博士課程在籍者729名、博士課程修了者･退学者376名）

 調査依頼メールの対象者数に占める回答者数：5.1%

 調査期間中のログイン者数に占める回答者数：53.0%

登録者に電子メールでの調査依頼 JGRAD上のウェブアンケートに回答



アンケート回答者の属性（1）
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［性別と年齢層］

男性 女性 性別不詳 性別計 男性 女性 性別不詳 性別計

20～24歳 56 18 0 74(10%) 20～24歳 4 4 0 8(2%)

25～29歳 298 105 1 404(55%) 25～29歳 115 21 1 137(36%)

30～34歳 76 52 0 128(18%) 30～34歳 108 28 0 136(36%)

35～39歳 40 19 0 59(8%) 35～39歳 20 14 0 34(9%)

40歳以上 35 23 0 58(8%) 40歳以上 35 23 0 58(15%)

年齢不詳 0 0 6 6(1%) 年齢不詳 1 0 2 3(1%)

年齢層計
505

(69%)

217

(30%)

7

(1%)

729

(100%)
年齢層計

283

(75%)

90

(24%)

3

(1%)

376

(100%)

博士課程在籍者 博士課程修了者等

［専攻分野と国籍（日本国籍/外国籍）］

日本国籍 外国籍 国籍不詳 国籍計 日本国籍 外国籍 国籍不詳 国籍計

人文 22 10 0 32(4%) 人文 16 1 0 17(5%)

社会 24 21 4 49(7%) 社会 9 4 0 13(3%)

理学 99 21 3 123(17%) 理学 92 9 1 102(27%)

工学 240 93 8 341(47%) 工学 121 21 2 144(38%)

農学 24 10 0 34(5%) 農学 16 1 0 17(5%)

保健 104 25 2 131(18%) 保健 60 6 0 66(18%)

教育 6 2 0 8(1%) 教育 7 0 0 7(2%)

その他 5 5 1 11(2%) その他 9 1 0 10(3%)

分野計
524

(72%)

187

(26%)

18

(2%)

729

(100%)
分野計

330

(88%)

43

(11%)

3

(1%)

376

(100%)

博士課程在籍者 博士課程修了者等

 JGRADの登録者は、学校基本調査の博士課程学生に比べて「理学」「工学」「農学」で多く、
「人文」「社会」「保健」で少ない。



アンケート回答者の属性（2）
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［回答者の専攻分野と回答時の所属機関種（博士課程修了者等）］

大学等
公的

研究機関
民間企業

非営利

団体

その他・

無所属

不詳・

非該当

直近の

所属機関計

人文 9 2 1 0 1 4 17(5%)

社会 7 1 1 0 1 3 13(3%)

理学 51 11 13 1 2 24 102(27%)

工学 44 11 49 2 5 33 144(38%)

農学 10 2 3 0 0 2 17(5%)

保健 37 5 7 1 3 13 66(18%)

教育 5 0 1 0 0 1 7(2%)

その他 3 1 1 0 0 5 10(3%)

分野計
166

(44%)

33

(9%)

76

(20%)

4

(1%)

12

(3%)

85

(23%)

376

(100%)

［専攻分野と在籍・出身大学院の種別］

国立大学 公立大学 私立大学 大学種計 国立大学 公立大学 私立大学 大学種計

人文 30 2 0 32(4%) 人文 17 0 0 17(5%)

社会 44 3 2 49(7%) 社会 11 2 0 13(3%)

理学 118 5 0 123(17%) 理学 97 2 3 102(27%)

工学 301 14 26 341(47%) 工学 117 7 20 144(38%)

農学 32 2 0 34(5%) 農学 16 1 0 17(5%)

保健 124 6 1 131(18%) 保健 62 4 0 66(18%)

教育 8 0 0 8(1%) 教育 7 0 0 7(2%)

その他 10 0 1 11(2%) その他 9 1 0 10(3%)

分野計
667

(91%)

32

(4%)

30

(4%)

729

(100%)
分野計

336

(89%)

17

(5%)

23

(6%)

376

(100%)

博士課程在籍者 博士課程修了者等

 JGRADのアンケートでは博士課程在籍者、修了者の双方に調査しているが、本講演では
大学図書館のサービスを利用する可能性が高い博士課程在籍者を中心に結果を紹介



研究活動への全体的な影響
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 調査時点において「回答(1)新型コロナウイルスの流行が既に研究活動に影響を及ぼして
いる」と回答した割合は、博士課程在籍者では85%、博士課程修了者等では79%

85%

100%

88%

82%

88%

85%

87%

88%

84%

12%

16%

12%

13%

11%

10%

13%

2%

13%

2%

2%

2%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分野計（729人）

その他（11人）

教育（8人）

保健（131人）

農学（34人）

工学（341人）

理学（123人）

社会（49人）

人文（32人）

回答(1) 回答(2) 回答(3)

79%

70%

71%

83%

94%

71%

84%

92%

82%

13%

30%

29%

6%

19%

9%

8%

18%

8%

11%

6%

10%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分野計（376人）

その他（10人）

教育（7人）

保健（66人）

農学（17人）

工学（144人）

理学（102人）

社会（13人）

人文（17人）

回答(1) 回答(2) 回答(3)

専攻分野別：［問１］の回答割合
（博士課程在籍者）

専攻分野別：［問１］の回答割合
（博士課程修了者等）

［問１］ 近時の「新型コロナウイルス」の流行は、あなたの研究活動に影響を及ぼしていますか。以下
の選択肢から１つ選択してください。

回答(1)現時点で既に影響が出ている
回答(2)現時点で影響は出ていないが、今後影響が出る可能性がある
回答(3)現時点でも、今後も影響はないと思う



研究活動の項目別の影響

 「新型コロナウイルスの流行による研究活動への影響」を9種の活動の項目別に尋ねた結
果、「回答(1)該当し、研究活動に大きな支障が出ている」の回答割合は「問5：研究活
動に利用している建物・研究室、設備（実験機器）等の利用停止」が最も高い。

専攻分野計：［問2～問10］の回答割合
（博士課程在籍者）

17%

35%

27%

43%

34%

55%

31%

43%

46%

18%

23%

18%

7%

41%

26%

36%

44%

43%

66%

42%

54%

50%

25%

19%

32%

12%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問10 （360人）

問9 （358人）

問8 （357人）

問7 （361人）

問6 （356人）

問5 （360人）

問4 （360人）

問3 （361人）

問2 （354人）

回答(1) 回答(2) 回答(3)

19%

35%

26%

46%

39%

67%

35%

40%

54%

15%

19%

19%

13%

47%

25%

54%

47%

37%

66%

46%

55%

41%

14%

8%

11%

13%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問10 （718人）

問9 （717人）

問8 （716人）

問7 （719人）

問6 （720人）

問5 （718人）

問4 （721人）

問3 （722人）

問2 （717人）

回答(1) 回答(2) 回答(3)

専攻分野計：［問2～問10］の回答割合
（博士課程修了者等）

［問2］ 学会、シンポジウム、ワークショップ等の中止・延期
［問3］ 共同研究、その他研究の推進に必要な会議・打合せの中止・延期・形式の変更（ビデオ会議等）
［問4］ 学内のゼミその他授業の中止・延期・形式の変更（ビデオ会議等）
［問5］ 研究活動に利用している建物・研究室、設備（実験機器）等の利用停止
［問6］ 図書館の利用停止、通学の禁止により、論文・資料の検索・閲覧が制限されること
［問7］ 試料（生物・化石・鉱物等）収集、屋外調査、フィールドワーク、実験等の中止・延期
［問8］ 試薬・実験動物・機材等の調達の遅れ
［問9］ 一部の国、地域への渡航の禁止、自粛
［問10］ 一部の国、地域からの招へいの禁止、先方からの来訪の拒否

回答(1) 該当し、研究活動に大きな支障が出ている

回答(2) 該当するが、別手段を講じるなど、研究 活
動に大きな影響はない

回答(3) 該当しない

［問］新型コロナウイルスの流行により、どのような影響が出ていますか？あるいは出ると思いますか？
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研究活動に利用している建物・研究室、設備（実験機器）等の利用停止

 調査時点において「回答(1)該当し、研究活動に大きな支障が出ている。」と回答した割
合は、博士課程在籍者では67%、博士課程修了者･退学者では55%

 博士課程在籍者において「工学」および「農学」においては約75％が回答(1)を選択した
一方で 「人文」および「社会」においては69％が回答(1)を選択

専攻分野別：［問５］の回答割合
（博士課程在籍者）

専攻分野別：［問５］の回答割合
（博士課程修了者等）

［問５］ 研究活動に利用している建物・研究室、設備（実験機器）等の利用停止

回答(1)該当し、研究活動に大きな支障が出ている。
回答(2)該当するが、別手段を講じるなど、研究活動に大きな影響はない。
回答(3)該当しない

23

67%

91%

63%

45%

76%

75%

61%

69%

69%

25%

9%

38%

40%

18%

18%

30%

27%

25%

8%

15%

6%

7%

9%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分野計（718人）

その他（11人）

教育（8人）

保健（126人）

農学（33人）

工学（339人）

理学（121人）

社会（48人）

人文（32人）

回答(1) 回答(2) 回答(3)

55%

50%

71%

54%

63%

53%

58%

38%

65%

26%

40%

14%

21%

31%

22%

31%

38%

29%

19%

10%

14%

25%

6%

24%

11%

23%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分野計（360人）

その他（10人）

教育（7人）

保健（61人）

農学（16人）

工学（139人）

理学（97人）

社会（13人）

人文（17人）

回答(1) 回答(2) 回答(3)

研究施設・設備の利用に関しては、文系よりも理系で支障が出ていたケースが多い。



図書館の利用停止、通学の禁止により、論文・資料の検索・閲覧が制限されること

 調査時点において「回答(1)該当し、研究活動に大きな支障が出ている。」と回答した割
合は、博士課程在籍者では39%、博士課程修了者･退学者では34%

 博士課程在籍者において回答(1) の割合は「人文」では84％、 「人文」「教育」では
75%であった方で「理学」「工学」「農学」「保健」では25～41%

専攻分野別：［問6］の回答割合
（博士課程在籍者）

専攻分野別：［問6］の回答割合
（博士課程修了者等）

［問６］ 図書館の利用停止、通学の禁止により、論文・資料の検索・閲覧が制限されること

回答(1)該当し、研究活動に大きな支障が出ている。
回答(2)該当するが、別手段を講じるなど、研究活動に大きな影響はない。
回答(3)該当しない
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39%

64%

75%

25%

38%

33%

41%

75%

84%

47%

27%

25%

57%

44%

51%

43%

25%

16%

14%

9%

19%

18%

16%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分野計（720人）

その他（11人）

教育（8人）

保健（129人）

農学（34人）

工学（338人）

理学（120人）

社会（48人）

人文（32人）

回答(1) 回答(2) 回答(3)

34%

60%

57%

30%

40%

28%

34%

38%

71%

41%

40%

14%

46%

40%

39%

45%

54%

24%

25%

29%

25%

20%

34%

21%

8%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分野計（356人）

その他（10人）

教育（7人）

保健（61人）

農学（15人）

工学（137人）

理学（96人）

社会（13人）

人文（17人）

回答(1) 回答(2) 回答(3)

図書館利用に関しては、理系よりも文系で支障が出ていたケースが多い。
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本人の博士号取得遅延の見込み

 博士課程在籍者において「回答(1) 博士の取得がすでに遅れる予定だ（あるいはすでに遅
れた）」は6%。「回答(2) 博士の取得が遅れる可能性がある」は30%、「回答(3) 博士
の取得が遅れる可能性がいくらかある」と回答した割合は37%となっている。

 分野別では「人文」「社会」「教育」では特に遅延を不安視している。

専攻分野別：［問21］の回答割合（博士課程在籍者）

［問21］博士課程在学中の方のみにお聞きします。新型コロナウイルス流行により、博士の取得の時
期が遅れる可能性がありますか

回答(1)博士の取得がすでに遅れる予定だ（あるいはすでに遅れた）
回答(2)博士の取得が遅れる可能性がある
回答(3)博士の取得が遅れる可能性がいくらかある
回答(4)博士の取得が遅れる可能性はない
回答(5)すでに博士号を取得しており、関係が無い（この3月に取得した方を含む）

6%

27%

14%

6%

5%

15%

20%

30%

36%

71%

31%

38%

27%

21%

40%

47%

37%

36%

14%

33%

41%

42%

39%

23%

17%

27%

33%

15%

25%

39%

23%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

分野計（704人）

その他（11人）

教育（7人）

保健（129人）

農学（34人）

工学（331人）

理学（114人）

社会（48人）

人文（30人）

回答(1) 回答(2) 回答(3) 回答(4) 回答(5)

コロナ禍の前から、文系は標準修業年限で修了できない割合が高く、不安視する傾向が強い。
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自由記述の主な回答種別

［問11］「新型コロナウイルス」の流行が、あなたの研究活動に及ぼしている影響について、それ以外
のことがあればその状況についてお教えください。（自由記述）

• 受講・指導を受けること
• 単位・学位取得に関すること
• オンラインでの情報共有に関すること
• 自宅作業・育児に関すること
• 授業・セッションの実施に関すること
• 収入・雇用・生活に関すること
• 研究計画の策定に関すること

• 研究機器・施設の利用に関すること
• 研究データ・試料の利用に関すること
• 研究手法・内容に関すること
• 期限内の予算執行に関すること
• 学会・倫理委員会の機能低下に関すること
• 国際移動に関すること
• 国際的な物流・共同研究に関すること

自由記入の主な回答種別

［問22］「新型コロナウイルス」の流行があなたの研究活動や生活に及ぼす影響について、また研究や生
活への支援としてどのような対策が必要かなどについて、ご意見をお寄せください。（自由記述）

自由記入の主な回答種別

• 博士課程学生の学費減免、奨学金の拡充
• 学位要件・在学期間の柔軟な対応
• オンライン授業・ビデオ会議に関する支援
• 在宅・遠隔研究に関する情報提供・支援
• 危機管理ガイドライン・活動再開ロードマップの策定
• 事務手続きの電子化・効率化
• 研究機器・研究施設の利用制限の緩和
• 電子ジャーナル・電子書籍へのアクセス権
• 図書館の利用制限の緩和、資料の郵送

• 研究費の利用期限の緩和
• 研究費の使途変更・柔軟な用途
• 研究費の申請要件の緩和、期限延長
• 雇用の確保、雇用期間の延長
• 研究者の待遇維持・助成金の拡充
• キャリア支援策、相談窓口の確保
• 研究成果発表、社会への還元の場の提供
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［問22］の自由記述例（1）オンライン化

 オンラインの論文や専門書の購入費を支援して欲しい。［博士課程在籍者、社会］

 学外から利用できるオンラインデータベースや電子書籍を増やす必要。各種申請
は電子申請や郵送申請を可能とし、対面を減らした研究環境が必要。［博士課程
在籍者、社会］

 学内ネットワークが使えず、論文を閲覧できない。自宅にアクセス権が欲しい。
［博士課程在籍者、理学］

 在宅で文献調査などができるよう環境整備して欲しい。［博士課程在籍者、理学］

 大学の納品処理を経ないソフトウエアや書籍の購入費に支援が欲しい。図書館
の代わりになる電子書籍データベース等があるとありがたい。［博士課程在籍者、
理学］

 大学でなければアクセスできないジャーナルが多く、非常事態にオープンアクセス
可能なシステムが欲しい。［博士課程在籍者、理学］

 論文の電子媒体にアクセスすることへの支援が欲しい。無料でアクセス可能な情
報を増やして欲しい。［博士課程在籍者、理学］

［問22］「新型コロナウイルス」の流行があなたの研究活動や生活に及ぼす影響について、また研究や生
活への支援としてどのような対策が必要かなどについて、ご意見をお寄せください。（自由記述）

［文献の電子利用、論文データベースに関するオンライン化に関する回答例］
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［問22］の自由記述例（2）施設利用の制限緩和

 自宅の環境が良くない可能性を考慮し、大学は物理的な空間を提供すべき。［博士
課程在籍者、教育］

 図書資料の貸出再開、研究施設におけるPCや複合機等の電子機器の利用再開を

求めたい。文献研究の場合、これらが整えば従来通り研究できる。［博士課程在籍
者、人文］

 大学附属図書館で郵送貸出が開始されているが、学科の図書室は同様のサービス
がない。 ［博士課程在籍者、理学］

 利用図書館が休館し、資料の貸出や取り寄せができない。無人または非対面型の
貸出機設置など、図書館業務を継続して欲しい。［博士課程修了者等、社会］

 手袋やフェイスガードの着用など何でも対応するので、図書館を使えるようにして欲
しい。［博士課程修了者等、農学］

［問22］「新型コロナウイルス」の流行があなたの研究活動や生活に及ぼす影響について、また研究や生
活への支援としてどのような対策が必要かなどについて、ご意見をお寄せください。（自由記述）

［施設利用の制限緩和に関する回答例］



 緊急事態宣言下の2020年5月に、博士課程在籍者および博士課程修了者・
退学者に対して、新型コロナウイルス流行の研究活動等への影響について
ウェブアンケートを行った。

 5月における初回の緊急事態宣言下での回答のため、これ以降に対応がされ
ている可能性もあることに留意。ベースラインとしての情報。

 「研究活動に利用している建物・研究室、設備（実験機器）等の利用停
止」については「該当し、研究活動に大きな支障が出ている」に約7割の回
答があり、最も多かった。

 「図書館の利用停止、通学の禁止により、論文・資料の検索・閲覧が制限
されること」については、約4割の回答者が「該当し、研究活動に大きな支
障が出ている」と回答。

 「図書館の利用停止、通学の禁止により、論文・資料の検索・閲覧が制限
されること」の分野別では、文系（人文、社会、教育）で75～84％が「該
当し、研究活動に大きな支障が出ている」と回答。理系では24～41%が当
該回答を選択し、文系に比べると少ない。

 自由記述において「文献データベースのオンライン化」「図書の郵送貸出
や非対面型の貸出機設置」などの希望があった。

まとめ
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